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既存の建築物に対する制限の緩和に係る認定申請手数料の新設について 
 

 

１ 改正概要 

「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律」（令和４年６月１７日公布）により、「建築基準法」の一

部が改正され、既存建築物の省エネ性能確保のための改修時における道路内の建築制

限等を緩和するための認定制度が新設された。 

これに伴い、東京都台東区手数料条例の一部を改正するものである。 

 

〈イメージ〉 

道路内の建築制限の緩和の例 

 

 

２ 手数料額 

(１) 既存建築物の道路内の建築制限の緩和に係る認定申請手数料 

２８，０００円 

 (２) 既存建築物の敷地と道路との関係の制限の緩和に係る認定申請手数料 

    ２８，０００円 

 

３ 今後の予定 

 令和６年６月  改正後の条例施行 

令和６年６月１９日 
産業建設委員会資料 
都市づくり部建築課 
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第３９号議案 東京都台東区手数料条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

改  正  案 現     行 

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

番号 事務 名称 額 (略) 
 

番号 事務 名称 額 (略) 
 

４ 建築の部 ４ 建築の部 

（略） 

４１

の６ 

建築基準法施

行令第１３７

条の１２第６

項の規定に基

づく既存の建

築物に対する

制限の緩和に

係る認定の申

請に対する審

査 

既存建築物の

敷地と道路と

の関係の制限

の緩和に係る

認定申請手数

料 

２８,０００円 認定申請

のとき。 

４１

の７ 

建築基準法施

行令第１３７

条の１２第７

項の規定に基

づく既存の建

築物に対する

制限の緩和に

係る認定の申

請に対する審

査 

既存建築物の

道路内の建築

制限の緩和に

係る認定申請

手数料 

２８,０００円 認定申請

のとき。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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４１

の８ 

（略） 

４１

の９ 

（略） 

４２ （略） （略） １ （略） 

イ （略） 

ロ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール以上０．３ヘクタール未

満 ３９,０００円 

ハ 開発区域の面積が０．３ヘク

タール以上０．６ヘクタール未

満 ７６,０００円 

ニ 開発区域の面積が０．６ヘク

タール以上１ヘクタール未満 

１４９,０００円 

ホ 開発区域の面積が１ヘクター

ル以上３ヘクタール未満 ２２

５,０００円 

ヘ 開発区域の面積が３ヘクター

ル以上６ヘクタール未満 ３０

５,０００円 

ト 開発区域の面積が６ヘクター

ル以上１０ヘクタール未満 ３

７０,０００円 

チ 開発区域の面積が１０ヘクタ

ール以上 ４９７,０００円 

２ （略） 

イ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール未満 ２１,０００円 

ロ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール以上０．３ヘクタール未

満 ５１,０００円 

ハ 開発区域の面積が０．３ヘク

（略） 

４１

の６ 

（略） 

４１

の７ 

（略） 

４２ （略） （略） １ （略） 

イ （略） 

ロ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール以上０．３ヘクタール未

満 ３４,０００円 

ハ 開発区域の面積が０．３ヘク

タール以上０．６ヘクタール未

満 ６５,０００円 

ニ 開発区域の面積が０．６ヘク

タール以上１ヘクタール未満 

１３３,０００円 

ホ 開発区域の面積が１ヘクター

ル以上３ヘクタール未満 ２０

０,０００円 

ヘ 開発区域の面積が３ヘクター

ル以上６ヘクタール未満 ２６

１,０００円 

ト 開発区域の面積が６ヘクター

ル以上１０ヘクタール未満 ３

３７,０００円 

チ 開発区域の面積が１０ヘクタ

ール以上 ４６０,０００円 

２ （略） 

イ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール未満 ２０,０００円 

ロ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール以上０．３ヘクタール未

満 ４６,０００円 

ハ 開発区域の面積が０．３ヘク

（略） 
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タール以上０．６ヘクタール未

満 １１３,０００円 

ニ 開発区域の面積が０．６ヘク

タール以上１ヘクタール未満 

２０４,０００円 

ホ 開発区域の面積が１ヘクター

ル以上３ヘクタール未満 ３４

０,０００円 

ヘ 開発区域の面積が３ヘクター

ル以上６ヘクタール未満 ４５

７,０００円 

ト 開発区域の面積が６ヘクター

ル以上１０ヘクタール未満 ５

６７,０００円 

チ 開発区域の面積が１０ヘクタ

ール以上 ７９５,０００円 

３ （略） 

イ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール未満 １４１,０００円 

ロ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール以上０．３ヘクタール未

満 ２１５,０００円 

ハ 開発区域の面積が０．３ヘク

タール以上０．６ヘクタール未

満 ３２０,０００円 

ニ 開発区域の面積が０．６ヘク

タール以上１ヘクタール未満 

３７９,０００円 

ホ 開発区域の面積が１ヘクター

ル以上３ヘクタール未満 ５７

３,０００円 

ヘ 開発区域の面積が３ヘクター

ル以上６ヘクタール未満 ６５

４,０００円 

ト 開発区域の面積が６ヘクター

タール以上０．６ヘクタール未

満 １００,０００円 

ニ 開発区域の面積が０．６ヘク

タール以上１ヘクタール未満 

１８５,０００円 

ホ 開発区域の面積が１ヘクター

ル以上３ヘクタール未満 ３０

７,０００円 

ヘ 開発区域の面積が３ヘクター

ル以上６ヘクタール未満 ４１

５,０００円 

ト 開発区域の面積が６ヘクター

ル以上１０ヘクタール未満 ５

２１,０００円 

チ 開発区域の面積が１０ヘクタ

ール以上 ７３７,０００円 

３ （略） 

イ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール未満 １３１,０００円 

ロ 開発区域の面積が０．１ヘク

タール以上０．３ヘクタール未

満 １９９,０００円 

ハ 開発区域の面積が０．３ヘク

タール以上０．６ヘクタール未

満 ２９２,０００円 

ニ 開発区域の面積が０．６ヘク

タール以上１ヘクタール未満 

３４８,０００円 

ホ 開発区域の面積が１ヘクター

ル以上３ヘクタール未満 ５２

５,０００円 

ヘ 開発区域の面積が３ヘクター

ル以上６ヘクタール未満 ５９

９,０００円 

ト 開発区域の面積が６ヘクター
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ル以上１０ヘクタール未満 ８

０８,０００円 

チ 開発区域の面積が１０ヘクタ

ール以上 １,０８１,０００円 

４３ （略） （略） 変更許可申請１件につき、次に掲げ

る額を合算した額。ただし、その額

が１,０８１,０００円を超えるとき

は、その手数料の額は１,０８１,０

００円とする。 

１～３ （略） 

（略） 

（略） 

４６ （略） （略） １通につき ７００円 （略） 

４６

の２ 

都市計画法施

行規則（昭和

４４年建設省

令第４９号）

第６０条の規

定に基づく証

明書の交付 

証明書の交付

手数料 

１通につき ９００円 交付申請

のとき。 

４６

の３ 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法（昭和３

６年法律第１

９１号）第１

２条第１項の

規定に基づく

宅地造成等に

関する工事の

許可の申請に

宅地造成、特

定盛土等又は

土石の堆積工

事許可申請手

数料 

１ 宅地造成又は特定盛土等を行う

場合 切土又は盛土をする土地の

面積に応じ次に掲げる額 

イ ５００平方メートル以内のも

の ２０,０００円 

ロ ５００平方メートルを超え、

１,０００平方メートル以内の

もの ３４,０００円 

ハ １,０００平方メートルを超

え、２,０００平方メートル以内

許可申請

のとき。 

ル以上１０ヘクタール未満 ７

４６,０００円 

チ 開発区域の面積が１０ヘクタ

ール以上 １,００４,０００円 

４３ （略） （略） 変更許可申請１件につき、次に掲げ

る額を合算した額。ただし、その額

が９８２,０００円を超えるときは、

その手数料の額は９８２,０００円

とする。 

１～３ （略） 

（略） 

（略） 

４６ （略） （略） 用紙１枚につき ７００円 （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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対する審査 のもの ５４,０００円 

ニ ２,０００平方メートルを超

え、５,０００平方メートル以内

のもの ８９,０００円 

ホ ５,０００平方メートルを超

え、１０,０００平方メートル以

内のもの １２３,０００円 

ヘ １０,０００平方メートルを

超え、２０,０００平方メートル

以内のもの ２０１,０００円 

ト ２０,０００平方メートルを

超え、４０,０００平方メートル

以内のもの ２２０,０００円 

チ ４０,０００平方メートルを

超え、７０,０００平方メートル

以内のもの ２７５,０００円 

リ ７０,０００平方メートルを

超え、１００,０００平方メート

ル以内のもの ３６４,０００

円 

ヌ １００,０００平方メートル

を超えるもの ５３３,０００

円 

２ 土石の堆積を行う場合 土石の

堆積をする土地の面積に応じ次に

掲げる額 

イ ５００平方メートル以内のも
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の １８,０００円 

ロ ５００平方メートルを超え、

１,０００平方メートル以内の

もの ２８,０００円 

ハ １,０００平方メートルを超

え、２,０００平方メートル以内

のもの ３５,０００円 

ニ ２,０００平方メートルを超

え、５,０００平方メートル以内

のもの ５４,０００円 

ホ ５,０００平方メートルを超

え、１０,０００平方メートル以

内のもの ６６,０００円 

ヘ １０,０００平方メートルを

超え、２０,０００平方メートル

以内のもの １２１,０００円 

ト ２０,０００平方メートルを

超え、４０,０００平方メートル

以内のもの １３４,０００円 

チ ４０,０００平方メートルを

超え、７０,０００平方メートル

以内のもの １６３,０００円 

リ ７０,０００平方メートルを

超え、１００,０００平方メート

ル以内のもの ２０７,０００

円 

ヌ １００,０００平方メートル
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を超えるもの ２９２,０００

円      

４６

の４ 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法第１６条

第１項の規定

に基づく宅地

造成等に関す

る工事に関す

る計画の変更

許可の申請に

対する審査 

宅地造成、特

定盛土等又は

土石の堆積工

事変更許可申

請手数料 

１ 宅地造成又は特定盛土等を行う

場合 変更許可申請１件につき、

次に掲げる額を合算した額。ただ

し、その額が５３３,０００円を超

えるときは、その手数料の額は、

５３３,０００円とする。 

イ 宅地造成又は特定盛土等に関

する工事の設計の変更（ロのみ

に該当する場合を除く。）につ

いては、切土又は盛土をする土

地の面積（ロに規定する変更を

伴う場合にあっては変更前の切

土又は盛土をする土地の面積、

切土又は盛土をする土地の縮小

を伴う場合にあっては縮小後の

切土又は盛土をする土地の面

積）に応じ４６の３の項に規定

する額に１０分の１を乗じて得

た額 

ロ 新たな土地の切土又は盛土を

する土地への編入に係る宅地造

成又は特定盛土等に関する工事

の設計の変更については、新た

に編入された切土又は盛土をす

る土地の面積に応じ４６の３の

変更申請

のとき。 

 

 
     

（新設） 
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項に規定する額 

ハ その他の変更 １５,０００

円 

２ 土石の堆積を行う場合 変更許

可申請１件につき、次に掲げる額

を合算した額。ただし、その額が

２９２,０００円を超えるときは、

その手数料の額は、２９２,０００

円とする。 

イ 土石の堆積に関する工事の設

計の変更（ロのみに該当する場

合を除く。）については、土石の

堆積をする土地の面積（ロに規

定する変更を伴う場合にあって

は変更前の土石の堆積をする土

地の面積、土石の堆積をする土

地の縮小を伴う場合にあっては

縮小後の土石の堆積をする土地

の面積）に応じ４６の３の項に

規定する額に１０分の１を乗じ

て得た額 

ロ 新たな土石の堆積をする土地

への編入に係る土石の堆積に関

する工事の設計の変更について

は、新たに編入された土石の堆

積をする土地の面積に応じ４６

の３の項に規定する額 
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ハ その他の変更 １５,０００

円      

４６

の５ 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法施行規則

（昭和３７年

建設省令第３

号）第８８条

の規定に基づ

く証明書の交

付 

証明書の交付

手数料 

１通につき ９００円 交付申請

のとき。 

４６

の６ 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法施行条例

（令和６年東

京都条例第３

６号）第５条

第３項の規定

に基づく盛土

規制法調書の

写しの交付 

盛土規制法調

書の写しの交

付手数料 

１通につき ７００円 交付申請

のとき。 

６０ （略） （略） 建築物エネルギー消費性能向上計画

認定申請手数料の額は、次の１及び

２に掲げる区分に応じて、次に掲げ

る額（申請に併せて法第３５条第２

項の規定に基づく申出があった場合

においては、一の建築物について１

（略） 

 

      

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６０ （略） （略） 建築物エネルギー消費性能向上計画

認定申請手数料の額は、次の１及び

２に掲げる区分に応じて、次に掲げ

る額（申請に併せて法第３５条第２

項の規定に基づく申出があった場合

においては、一の建築物について１

（略） 
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４の２の項に掲げる額（申請に係る

計画に特定建築基準適合審査をする

部分が含まれる場合においては当該

部分ごとに１の２の項に掲げる額の

手数料を加えた額、建築基準法第８

７条の４に規定する昇降機に係る部

分が含まれる場合においては当該昇

降機1基について１４の４の項又は

１４の５の項に掲げる額の手数料を

加えた額）に相当する額を加えた額）

（法第３４条第３項各号に掲げる事

項が記載されている場合の手数料の

額は、申請建築物（同項に規定する

申請建築物をいう。）の部分に係る

額及び他の建築物の部分に係る額を

合算した額とする。）（共同住宅の申

請の場合（誘導仕様基準以外による

場合に限る。)の手数料の額は、住戸

部分の額に共用部分の額を加算した

額とする。ただし、共用部分が存在

しない場合又は共用部分を除く場合

は、当該共用部分の額は加算しな

い。）（共同住宅の申請の場合（誘導

仕様基準による場合に限る。）の手

数料の額は、共用部分の額を加算し

ない。）（省令第１条第１項第１号た

だし書に規定する国土交通大臣がエ

４の２の項に掲げる額（申請に係る

計画に特定建築基準適合審査をする

部分が含まれる場合においては当該

部分ごとに１の２の項に掲げる額の

手数料を加えた額、建築基準法第８

７条の４に規定する昇降機に係る部

分が含まれる場合においては当該昇

降機1基について１４の４の項又は

１４の５の項に掲げる額の手数料を

加えた額）に相当する額を加えた額）

（法第３４条第３項各号に掲げる事

項が記載されている場合の手数料の

額は、申請建築物（同項に規定する

申請建築物をいう。）の部分に係る

額及び他の建築物の部分に係る額を

合算した額とする。）（共同住宅の申

請の場合（誘導仕様基準以外による

場合に限る。)の手数料の額は、住戸

部分の額に共用部分の額を加算した

額とする。ただし、共用部分が存在

しない場合又は共用部分を除く場合

は、当該共用部分の額は加算しな

い。）（共同住宅の申請の場合（誘導

仕様基準による場合に限る。）の手

数料の額は、共用部分の額を加算し

ない。）（省令第１条第１項第１号た

だし書に規定する国土交通大臣がエ
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ネルギー消費性能を適切に評価でき

る方法と認める方法によって非住宅

部分が備えるべきエネルギー消費性

能を有することが確かめられ、かつ、

省令第１０条第１号ただし書に規定

する国土交通大臣がエネルギー消費

性能を適切に評価できる方法と認め

る方法によって非住宅部分が建築物

のエネルギー消費性能の一層の向上

の促進のために誘導すべきエネルギ

ー消費性能を有することが確かめら

れた場合における建築物エネルギー

消費性能向上計画認定申請手数料の

額は、標準入力法等（実際の設計仕

様の条件を基に算定した一次エネル

ギー消費量及び省令第１０条第１号

イ(１)の屋内周囲空間の年間熱負荷

(以下「屋内周囲空間の年間熱負荷」

という。)を用いて評価する方法をい

う。以下この項及び６１の項におい

て同じ。)による場合とみなして算出

した額とする。) 

１及び２ （略） 

６１ （略） （略） 建築物エネルギー消費性能向上計画

変更認定申請手数料の額は、次の１

及び２に掲げる区分に応じて、次に

掲げる額（申請に併せて法第３６条

（略） 

ネルギー消費性能を適切に評価でき

る方法と認める方法によって非住宅

部分が備えるべきエネルギー消費性

能を有することが確かめられ、かつ、

省令第１０条第１号ただし書に規定

する国土交通大臣がエネルギー消費

性能を適切に評価できる方法と認め

る方法によって非住宅部分が建築物

のエネルギー消費性能の向上の一層

の促進のために誘導すべきエネルギ

ー消費性能を有することが確かめら

れた場合における建築物エネルギー

消費性能向上計画認定申請手数料の

額は、標準入力法等（実際の設計仕

様の条件を基に算定した一次エネル

ギー消費量及び省令第１０条第１号

イ(１)の屋内周囲空間の年間熱負荷

(以下「屋内周囲空間の年間熱負荷」

という。)を用いて評価する方法をい

う。以下この項及び６１の項におい

て同じ。)による場合とみなして算出

した額とする。) 

１及び２ （略） 

６１ （略） （略） 建築物エネルギー消費性能向上計画

変更認定申請手数料の額は、次の１

及び２に掲げる区分に応じて、次に

掲げる額（申請に併せて法第３６条

（略） 
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第２項において準用する法第３５条

第２項の規定に基づく申出があった

場合においては、一の建築物につい

て１４の２の項に掲げる額（申請に

係る計画に特定建築基準適合審査を

する部分が含まれる場合においては

当該部分ごとに１の２の項に掲げる

額の手数料を加えた額、建築基準法

第８７条の４に規定する昇降機に係

る部分が含まれる場合においては当

該昇降機１基について１４の４の項

又は１４の５の項に掲げる額の手数

料を加えた額）に相当する額を加え

た額）（法第３４条第３項各号に掲

げる事項が記載されている場合の手

数料の額は、当該建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更を行う建築

物の部分に係る額を合算した額とす

る。ただし、当該変更において、他の

建築物として同項各号に掲げる事項

を新たに記載する場合の当該他の建

築物の部分に係る額は、６０の項の

規定により算出した額とする。）（共

同住宅の申請の場合（誘導仕様基準

以外による場合に限る。）の手数料

の額は、住戸部分の額に共用部分の

額を加算した額とする。ただし、共

第２項において準用する法第３５条

第２項の規定に基づく申出があった

場合においては、一の建築物につい

て１４の２の項に掲げる額（申請に

係る計画に特定建築基準適合審査を

する部分が含まれる場合においては

当該部分ごとに１の２の項に掲げる

額の手数料を加えた額、建築基準法

第８７条の４に規定する昇降機に係

る部分が含まれる場合においては当

該昇降機１基について１４の４の項

又は１４の５の項に掲げる額の手数

料を加えた額）に相当する額を加え

た額）（法第３４条第３項各号に掲

げる事項が記載されている場合の手

数料の額は、当該建築物エネルギー

消費性能向上計画の変更を行う建築

物の部分に係る額を合算した額とす

る。ただし、当該変更において、他の

建築物として同項各号に掲げる事項

を新たに記載する場合の当該他の建

築物の部分に係る額は、６０の項の

規定により算出した額とする。）（共

同住宅の申請の場合（誘導仕様基準

以外による場合に限る。）の手数料

の額は、住戸部分の額に共用部分の

額を加算した額とする。ただし、共
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用部分が存在しない場合又は共用部

分を除く場合は、当該共用部分の額

は加算しない。）（共同住宅の申請の

場合（誘導仕様基準による場合に限

る。）の手数料の額は、共用部分の額

を加算しない。）（省令第１条第１項

第1号ただし書に規定する国土交通

大臣がエネルギー消費性能を適切に

評価できる方法と認める方法によっ

て非住宅部分が備えるべきエネルギ

ー消費性能を有することが確かめら

れ、かつ、省令第１０条第１号ただ

し書に規定する国土交通大臣がエネ

ルギー消費性能を適切に評価できる

方法と認める方法によって非住宅部

分が建築物のエネルギー消費性能の

一層の向上の促進のために誘導すべ

きエネルギー消費性能を有すること

が確かめられた場合における建築物

エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の額は、標準入力法等

による場合とみなして算出した額と

する。） 

１及び２ （略） 

（略）       

用部分が存在しない場合又は共用部

分を除く場合は、当該共用部分の額

は加算しない。）（共同住宅の申請の

場合（誘導仕様基準による場合に限

る。）の手数料の額は、共用部分の額

を加算しない。）（省令第１条第１項

第1号ただし書に規定する国土交通

大臣がエネルギー消費性能を適切に

評価できる方法と認める方法によっ

て非住宅部分が備えるべきエネルギ

ー消費性能を有することが確かめら

れ、かつ、省令第１０条第１号ただ

し書に規定する国土交通大臣がエネ

ルギー消費性能を適切に評価できる

方法と認める方法によって非住宅部

分が建築物のエネルギー消費性能の

向上の一層の促進のために誘導すべ

きエネルギー消費性能を有すること

が確かめられた場合における建築物

エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の額は、標準入力法等

による場合とみなして算出した額と

する。） 

１及び２ （略） 

（略） 
   

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第２の４建築の部４２の項、４３の項及び４６の項の改正規定並びに同項の次に５項を加える改正規定
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は、令和６年７月３１日から施行する。 


